
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人日本学術振興会の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　
   理事長の報酬支給基準は、月額、期末手当及び勤勉手当から構成されている。
 月額については、独立行政法人日本学術振興会役員報酬規程に則り、本給（919,000円）に
特別調整手当（183,800円）を加算して算出している。
 期末手当については、独立行政法人日本学術振興会役員報酬規程に則り、本給＋特別調
整手当＋本給×１００分の２５＋（本給＋特別調整手当）×１００分の２０で得られた額の合計額
に令和２年度６月期においては１００分の７０、令和２年度１２月期においては１００分の６５を乗
じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得
た額に、職務実績に応じ１００分の８０以上１００分の１１０以下の範囲内の割合を乗じて得た額
としている。
 勤勉手当においても、独立行政法人日本学術振興会役員報酬規程に則り、本給＋特別調
整手当＋本給×１００分の２５＋（本給＋特別調整手当）×１００分の２０で得られた額の合計額
に一般職の職員の給与に関する法律（以下、給与法）に定める指定職俸給表の適用を受ける
職員に係る支給割合を乗じて得た額を基礎として基準日以前６箇月以内の期間におけるその
者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
 なお、令和２年度では、給与法の改定に準拠し、令和２年１２月期の期末手当の支給割合を
引下げ（０.０５月分）を実施した。

 
  理事の報酬支給基準は、月額、期末手当及び勤勉手当から構成されている。
 月額については、独立行政法人日本学術振興会役員報酬規程に則り、本給（761,000円）に
特別調整手当（152,200円）を加算して算出している。
 期末手当については、独立行政法人日本学術振興会役員報酬規程に則り、本給＋特別調
整手当＋本給×１００分の２５＋（本給＋特別調整手当）×１００分の２０で得られた額の合計額
に令和２年度６月期においては１００分の７０、令和２年度１２月期においては１００分の６５を乗
じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得
た額に、職務実績に応じ１００分の８０以上１００分の１１０以下の範囲内の割合を乗じて得た額
としている。
 勤勉手当においても、独立行政法人日本学術振興会役員報酬規程に則り、本給＋特別調
整手当＋本給×１００分の２５＋（本給＋特別調整手当）×１００分の２０で得られた額の合計額
に給与法に定める指定職俸給表の適用を受ける職員に係る支給割合を乗じて得た額を基礎
として基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額
としている。
 なお、令和２年度では、一般職の職員の給与に関する法律の改定に準拠し、令和２年１２月
期の期末手当の支給割合を引下げ（０.０５月分）を実施した。

理事

法人の長

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方
 当法人は、学術の振興を目的とする我が国唯一の資金配分機関（ファン
ディングエージェンシー）である。役員報酬の支給水準を検討するにあ
たって、国家公務員の給与を考慮し、職務内容の特性・職責等が類似す
る指定職俸給表を参考とした。　理事長については指定職５号俸（965,000
円）、理事については指定職２号俸（761,000円）、監事については指定職
１号俸（706,000円）相当とした。

当法人においては、当法人の役員報酬規程に基づき、期末手当について
は国家公務員の給与支給基準に準じて算出された額に、職務実績に応じ
１００分の８０以上１００分の１１０以下の範囲内の割合を乗じて得た額として
いる。

  ②令和2年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和２年度における改定内容
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　 監事（非常勤）の報酬支給基準は、非常勤役員手当で構成されている。月額については、
独立行政法人日本学術振興会役員報酬規程に則り、月額（94,000円）を算出している。　な
お、令和２年度では、国家公務員の給与支給基準を考慮し、改定を実施していない。

      当法人においては、該当者なし。

 

  監事の報酬支給基準は、月額、期末手当及び勤勉手当から構成されている。
 月額については、独立行政法人日本学術振興会役員報酬規程に則り、本給（688,000円）に
特別調整手当（137,600円）を加算して算出している。
 期末手当については、独立行政法人日本学術振興会役員報酬規程に則り、本給＋特別調
整手当＋本給×１００分の２５＋（本給＋特別調整手当）×１００分の２０で得られた額の合計額
に令和２年度６月期においては１００分の７０、令和２年度１２月期においては１００分の６５を乗
じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得
た額に、職務実績に応じ１００分の８０以上１００分の１１０以下の範囲内の割合を乗じて得た額
としている。
 勤勉手当においても、独立行政法人日本学術振興会役員報酬規程に則り、本給＋特別調
整手当＋本給×１００分の２５＋（本給＋特別調整手当）×１００分の２０で得られた額の合計額
に給与法に定める指定職俸給表の適用を受ける職員に係る支給割合を乗じて得た額を基礎
として基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額
としている。
　なお、令和2年度では、一般職の職員の給与に関する法律の改定に準拠し、令和２年１２月
期の期末手当の支給割合を引下げ（０.０５月分）を実施した。

監事
（非常勤）

監事

理事
（非常勤）
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２　役員の報酬等の支給状況
令和２年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,833 11,028 5,047
2,205

0
552

（特別調整手当）
（通勤手当）

（単身赴任手当） ※
千円 千円 千円 千円

15,324 9,132 4,179
1,826

186
（特別調整手当）

（通勤手当） ※
千円 千円 千円 千円

15,285 9,132 4,179
1,826

147
（特別調整手当）

（通勤手当） ◇
千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

11,025 6,604 3,023
1,320

76
（特別調整手当）

（通勤手当） ※
千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,128 1,128 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

注１：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：「特別調整手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものである。

３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

　法人の長

A監事

D監事
（非常勤）

C監事
（非常勤）

　独立行政法人日本学術振興会は、学術研究の助成、研究者の養
成のための資金の支給、学術に関する国際交流の促進、学術の応
用に関する研究等を行うことにより、学術の振興を図ることを目的とし
ている。特に、科学研究費助成事業をはじめとする学術研究の振興
や特別研究員などの若手研究者養成、学術に関する国際交流の推
進、大学改革やグローバル化の支援を積極的に実施することによ
り、学術の振興に不可欠な諸事業を展開している。
 そうした組織の中で、理事長は、法人全体の学術振興事業を総括
する一方で、諸外国の学術振興機関との協働を図るなど、高いマネ
ジメント能力やリーダーシップに加え、学術振興に対する高度な専
門性が求められる。
 独立行政法人日本学術振興会では、理事長の報酬月額を指定職
５号俸相当として定めているが、指定職５号俸が適用される官職であ
る研究所・試験所の長は当法人と職務内容・職責が近い。
　こうした職務内容の特性や国家公務員の給与支給水準との比較を
踏まえると、報酬水準は妥当であると考えられる。

B監事

法人の長

A理事

B理事

D理事
（非常勤）

前職

C理事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

その他（内容）
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　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】
職務内容の特性や参考となる国家公務員との比較などを考慮する
と、法人の報酬基準は妥当であると考える。

 独立行政法人日本学術振興会は、学術研究の助成、研究者の養
成のための資金の支給、学術に関する国際交流の促進、学術の応
用に関する研究等を行うことにより、学術の振興を図ることを目的とし
ている。特に、科学研究費助成事業をはじめとする学術研究の振興
や特別研究員などの若手研究者養成、学術に関する国際交流の推
進、大学改革やグローバル化の支援を積極的に実施することによ
り、学術の振興に不可欠な諸事業を展開している。
 そうした組織の中で、科学研究費・特別研究員・国際交流事業など
の研究を担当する理事と予算・労務管理などの総務を担当する理事
を置き、理事長を補佐し当法人の業務を掌理するため、高いマネジ
メント能力やリーダーシップに加え、学術振興等に対する高い専門
性が求められる。
 独立行政法人日本学術振興会では、理事の報酬月額を指定職２
号俸相当として定めているが、指定職２号俸が適用される官職であ
る研究所・試験所の次長は当法人と職務内容・職責が近い。
 こうした職務内容の特性や国家公務員の給与支給水準との比較を
踏まえると、報酬水準は妥当であると考えられる。

当法人においては、該当者なし。

　独立行政法人日本学術振興会は、学術研究の助成、研究者の養
成のための資金の支給、学術に関する国際交流の促進、学術の応
用に関する研究等を行うことにより、学術の振興を図ることを目的とし
ている。特に、科学研究費助成事業をはじめとする学術研究の振興
や特別研究員などの若手研究者養成、学術に関する国際交流の推
進、大学改革やグローバル化の支援を積極的に実施することによ
り、学術の振興に不可欠な諸事業を展開している。
 そうした組織の中で、監事（非常勤）は当該業務を監査するうえで、
学術に関する幅広い知識を有するとともに特に外部機関における組
織管理能力を有していることが求められる。
 独立行政法人日本学術振興会では、監事（非常勤）の非常勤役員
手当を月額94,000円として定めているが、こうした職務内容の特性
や国家公務員の給与支給水準との比較を踏まえると、報酬水準は
妥当であると考えられる。

　独立行政法人日本学術振興会は、学術研究の助成、研究者の養
成のための資金の支給、学術に関する国際交流の促進、学術の応
用に関する研究等を行うことにより、学術の振興を図ることを目的とし
ている。特に、科学研究費助成事業をはじめとする学術研究の振興
や特別研究員などの若手研究者養成、学術に関する国際交流の推
進、大学改革やグローバル化の支援を積極的に実施することによ
り、学術の振興に不可欠な諸事業を展開している。
 そうした組織の中で、監事は当該業務を監査するうえで、学術に関
する幅広い知識を有するとともに組織の財産を調査するための高い
マネジメント能力が求められる。
 独立行政法人日本学術振興会では、監事の報酬月額を指定職１
号俸相当として定めているが、指定職１号俸が適用される官職であ
る研究所・試験所の次長は当法人と職務内容・職責が近い。
 こうした職務内容の特性や国家公務員の給与支給水準との比較を
踏まえると、報酬水準は妥当であると考えられる。
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４　役員の退職手当の支給状況（令和２年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

理事A

監事B
（非常勤）

監事B

監事A
（非常勤）

理事B
（非常勤）

理事B

理事A
（非常勤）

監事A

法人での在職期間

法人の長
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５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし

該当者なし

該当者なし

該当者なし

該当者なし

理事B
（非常勤）

監事A

監事B

監事A
（非常勤）

監事B
（非常勤）

判断理由
該当者なし

該当者なし

該当者なし

 当法人においては、当法人の役員報酬規程に基づき、期末手当につい
ては国家公務員の給与支給基準に準じて算出された額に、職務実績に応
じ１００分の８０以上１００分の１１０以下の範囲内の割合を乗じて得た額とし
ている。
 なお、今後も引き続き国家公務員の給与支給基準を考慮しつつ、組織の
業績評価がより効果的に反映されるよう努めてまいりたい。

該当者なし

理事A
（非常勤）

理事B

法人の長

理事A
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和２年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

54 40.2 6,858 5,038 168 1,820
人 歳 千円 千円 千円 千円

54 40.2 6,858 5,038 168 1,820
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

事務・技術

研究職種

うち所定内
令和２年度の年間給与額（平均）

総額
人員 うち賞与平均年齢

医療職種
（病院医師）

教育職種
（高等専門学校教員）

医療職種
（病院看護師）

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方
  国家公務員の給与水準を考慮して、給与水準の適正化を図り、中期計画で定められた人件
費の見積りを踏まえ、適正な人件費管理を行う。

複数の評定者による客観的な勤務評定を行い、職員の処遇に的確に反映させることにより、本
人のインセンティブが高まるようにするとともに、能力に応じた人員配置をきめ細かに実施し、業
務の効率化・効果的な遂行を可能にする。

○本会の給与制度は、独立行政法人日本学術振興会職員給与規程に則り、本給及び諸手当
（扶養手当、管理職手当、特別都市手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、時間外勤務
手当、管理職員特別勤務手当、期末手当及び勤勉手当）としている。
　期末手当については、期末手当基準額（本給+扶養手当+特別都市手当+役職段階別加算
額＋管理職加算）に令和２年度６月期においては、１００分の１３０、令和２年度１２月期におい
ては、１００分の１２５(管理職においては令和２年度６月期に１００分の１１０、令和２年度１２月期
に１００分の１０５）を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応
じた割合を乗じて得た額としている。
　勤勉手当については、勤勉手当基準額（本給+（本給×0.14）+役職段階別加算額＋管理職
加算）に勤勉手当の実施要領に定める基準に従って定める割合を乗じて得た額としている。
○令和２年度は、給与法の改正に伴い、令和２年１２月期の勤勉手当の支給割合を引下げ（０.
０５月分）を実施した。また、令和元年度の給与法の改正に伴い、令和２年度から住居手当の支
給対象となる家賃額の下限を引き上げ、住居手当額の上限を27,000円から28,000円に引き上
げた。

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

常勤職員

区分
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人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

26 35.5 5,903 4,398 163 1,505
人 歳 千円 千円 千円 千円

26 35.5 5,903 4,398 163 1,505
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

10 45.4 5,378 5,378 146 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

10 45.4 5,378 5,378 146 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

注：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院医師）

研究職種

再任用職員

事務・技術

非常勤職員

研究職種

教育職種
（高等専門学校教員）

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

在外職員

任期付職員

事務・技術

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（高等専門学校教員）

教育職種
（高等専門学校教員）

研究職種

事務・技術

研究職種

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（高等専門学校教員）

〔年俸制適用者〕

任期付職員
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②

（事務職員）

平均
人 歳 千円

12 50.4 9,841

30 34.4 4,790

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

49.8 48.5 49.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 50.2 51.5 50.9

％ ％ ％

         最高～最低 52.8～48.4 54.2～49.5 52.4～49.0

％ ％ ％

57.7 56.7 57.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.3 43.3 42.8

％ ％ ％

         最高～最低 46.9～0.0 47.9～0.0 47.4～0.0

10,898～8,538

人員

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ

　代表的職位
　 ・本部課長
　 ・本部係員

千円

最高～最低

5,485～4,006

管理
職員

一律支給分（期末相当）

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

平均年齢
年間給与額

一律支給分（期末相当）

③

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注２：年俸制適用者を含む。以下、③及び④において同じ。
注３：年齢５６歳～５９歳の該当者は2人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間
給与については表示していない。
注４：年齢２４～２７歳及び年齢５２歳～５５歳の該当者は4人以下のため、第1、第3四分位線を表示していない。

④

一般
職員

賞与（令和２年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

区分

９人

0

5

10

15

20

25

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

２０－２３

歳

２４－２７

歳

２８－３１

歳

３２－３５

歳

３６－３９

歳

４０－４３

歳

４４－４７

歳

４８－５１

歳

５２－５５

歳

５６－５９

歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

千

人
千円
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３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

４　モデル給与

・年齢・学歴勘案　　　　　　　   　９９.１

（主務大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業員の
給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、国家公
務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性について、説明
責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関する基本的な
方針（平成25年12月24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与等を総合的に勘案したうえで、職員の給与水
準を設定しており、対国家公務員指数の一部が１００を上回っていることについ
ての理由の説明及び給与水準の妥当性の検証結果から、適切な対応が執られ
ていると考える。引き続き、適切な給与水準の設定に努めていただきたい。

項目

今後も引き継き適正な給与水準の維持に努める。

22歳　（大卒初任給）　月額193,100円　年間給与3,283,587円
35歳　（係長）　月額330,600円　年間給与5,491,099円
50歳　（課長）　月額568,750円　年間給与9,518,184円
※ 扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、満22歳年
度までの子1人につき10,000円、父母等1人につき6,500円）を支給。
なお、満16歳年度初めから満22歳年度の子については、1人につき
5,000円の加算あり。）

講ずる措置

　給与水準の妥当性の
　検証

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合９９.９％
（国からの財政支出額268,843,800千円、支出予算の総額269,176,666千円：令
和２年度予算）支出総額に占める給与、報酬等支出総額の割合０.４４％

（法人の検証結果）
当法人は、①学術研究の助成、②若手研究者の養成、③学術に関する国際交
流の推進、④大学改革の支援のための事業を行う我が国唯一の資金配分機関
である。これらの事業実施に当たっては、高度な専門性が求められることから、
優秀な人材を確保するために、当法人の給与水準は国に比べて高くなってい
るものと考えている。

【累積欠損額について】
累積欠損額　無し（令和２年度決算）

１．研究助成・学術の国際交流等を推進する業務を行っており、職員に大学卒・
修士課程修了者など高学歴の者が必要であり、実際に高学歴の者が多い。（大
学卒以上の割合　国５９.４４％　当法人９３.７９％）
２．文部科学省の施策を同省と一体的に実施している関係から、同省と地理的
に近接している必要があり、勤務地が東京都特別区のみである。また、小規模
な組織であり、地方に出先機関がない。
３．小規模な組織のため、宿舎を保有しておらず、また、人事交流者が５割以上
を占め、地方大学等から転居を伴い勤務する者が多いため、住居手当の受給
者が多い。（住居手当を受給している者の割合　国２５.２１％　当法人５７.３３％）
（上記における国の割合については、令和２年国家公務員給与等実態調査の
行政職（一）の者を使用した。）

対国家公務員
指数の状況

内容

・年齢・地域・学歴勘案　　　    　８８.８

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　１００.８

・年齢・地域勘案　　　　　　　　   ９０.０

９人
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５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

千円 千円 千円 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

-3.1

456.3

7.4

当法人において、基本給については、国の基準を考慮し、勤務成績
に応じて5段階の昇給を実施し、また、勤勉手当についても、勤務成
績に応じて支給している。なお、今後も引き続き客観的な勤務評定を
行い、職員の処遇により的確に反映させるよう努めていきたい。

特になし。

1,937,190 13,956

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

19,454

昨年度からの比較増△減

給与、報酬等支給総額
1,224,357

474,907
非常勤役職員等給与

○ 給与、報酬等支給総額（A)は対前年度比-３.１%であるが、主な要
因としては、常勤職員数の減少、給与法の改正に準拠した１２月期の
勤勉手当の支給割合引下げが考えられる。
○ 最広義人件費（A+B+C+D)は、対前年＋０.７％であるが、主な要因
としては、退職手当支給額が昨年度より増加したこと、さらに非常勤職
員、派遣職員等の増加により非常勤役職員等給与（C）が増加したこと
によるものと考えられる。
○「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成２９年１１月１７
日閣議決定）に基づき、以下の措置を講ずることとした。
・役員に関する講じた措置の概要( 施行日　平成３０年１月１日）在職
期間1月につき退職の日におけるその者の本給月額に乗じる割合を、
10.875/100から10.4625/100に引き下げることとした。
・職員に関する講じた措置の概要（施行日　平成３０年１月１日）
退職の日における本給月額にその者の勤続期間に応じて定める割合
を乗じて得た額に、国家公務員の退職手当法の改正に準じて、乗じる
割合を87/100から83.7/100に引き下げることとした。

退職手当支給額
4,2634,736

442,096

1,186,6401,197,231

福利厚生費

1,878,706 1,923,234
最広義人件費

0.7

433,855 32,811

23,717

-37,717

242,884 252,518 251,926 -592 -0.2

区　　分
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